
38 鉄道との結節点における自由通路等の歩行空間バリアフリー化(防災・安全)

平成２８年度　～　平成２９年度（２年間）

・対象施設の鉄道駅について、バス等の停車場から改札までの歩行者導線についてバリアフリー化率を向上する。

事　後　評　価　

○事後評価の実施体制、実施時期

平成29年9月8日～平成30年3月2日

ホームページ及び閲覧

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業 道路 率 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 主体 種別 (基本) （延長・面積等） H28 H29

38-A1 街路 一般 宗像市 直接 宗像市 S街路 改築 5.5/10 宗像市 185 150 335 整備中

38-A2 街路 一般 岡垣町 直接 岡垣町 S街路 改築 5.5/10 岡垣町 420 420 完了

38-A3 街路 一般 築上町 直接 築上町 S街路 改築 5.5/10 築上町 20 20 整備中

小計（市街地整備事業） 775

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 事業 省略 率 事業内容 備考

種別 種別 対象 間接 主体 工種 (基本) （延長・面積等） H28 H29

合計

番号 備考

全体事業費
（百万円）（事業箇所）

一体的に実施することにより期待される効果

延塚大通り線（椎田駅北口駅前広場） 駅前広場　2,000㎡

番号
要素となる事業名 市町村名 事業実施期間（年度）

ＪＲ東郷駅地区 結節点改築　0.12㎞
海老津駅地区 結節点改築　0.58㎞

駅前広場や自由通路などがバリアフリー化されていない箇所の整備率を算定 公表の方法

交付対象事業

省略
工種

要素となる事業名
市町村名

全体事業費
（百万円）（事業箇所）

百万円
効果促進事業費の割合

0.0% 
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

百万円 Ｂ 百万円 Ｃ
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
775 百万円 Ａ 775

要素事業において、駅前広場や自由通路などがバリアフリー化されていない箇所の整備率を算定する。
バリアフリー未対応箇所（％）＝（バリアフリー化により円滑な歩行空間が確保された箇所数）／(要素事業の箇所数）

0% - 100%

計画の目標

対象施設である鉄道駅や電車・バス等の交通用具のバリアフリー化が進んでいることから、併せてそれらの結節点となる駅前広場や自由通路についても早急に整備を行うことで、円滑な乗り換えを可能にし、都市交通の利便性向上を図るも
のである。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

社会資本総合整備計画　　　事後評価書 平成30年3月31日

計画の名称

計画の期間 交付対象 宗像市、岡垣町、築上町



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業 省略 率 要素となる事業名 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 主体 工種 (基本) H28 H29

合計

番号 備考

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する ・駅前広場や自由通路などがバリアフリー化されていない箇所の整備率を算定（１/３箇所により当初目標値未達成）
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

・今後も、高齢者、障害者など誰もが円滑に移動できるよう、歩道と車道のバリアフリー化に関する整備を地域と連携し、進めていきます。

番号 市町村名
全体事業費
（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

指標①要素事業にお
いて、駅前広場や自
由通路などがバリア
フリー化されていな
い箇所の整備率を算
定する。

100%

33%

H29時点では、整備中の要素事業があるため、すべての要素事業が完了した場合の目標値と乖離が生じた。
整備中の要素事業については、整備計画を更新し、引き続き事業を進めている。



社会資本総合整備計画　参考図面
計画の名称 鉄道との結節点における自由通路等の歩行空間バリアフリー化(防災・安全)

計画の期間 平成２８年度～平成２９年度 交付団体 宗像市、岡垣町

（様式第８）

海老津駅地区

ＪＲ東郷駅地区

延塚大通り線

（椎田駅北口駅前広場）


